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一　始めに
一年ごとに厳しさを増す地方の小規模私立大学の経
営状況です。山口県の萩国際大学が経営破綻し、民間
会社の支援で民事再生法に基づく再建手続に入りまし
た。無報酬の学長が学生募集に苦闘する姿を以前テレ
ビで見たことが思い出されます。同様な事態が今後も
相次ぐ可能性があります。その時、直接的な行政の支
援を頼りにすることはできないでしょう。多分、萩国
際大学と同様に、民間会社、専門学校等による再建が
図られるでしょうが、教職員の雇用が維持されたとし
ても雇用条件は格段に悪化するでしょう。
小規模な地方私立大学の危機は、実は地方の危機の
一側面に過ぎない面があります。少子化、高齢化、人
口の減少が逸速く訪れた地方で、人間それもほとんど
若者のみを顧客とするビジネスが繁栄するわけはあり
ません。最近の統計では、国内で最高の専門学校進学
率を誇った新潟県で、ついに専門学校進学者が減少に
転じたようです。国内の景気は、十年以上にわたる苦
闘の末に漸くバブルの後遺症から脱却しつつありま
す。世界的な視野で見れば、物やサービスの需要は間
違いなく増大を続けており、供給側のリストラさえ進
めば日本経済は回復を期待できました。ただ、リスト
ラの痛みを短期で済ませるか長期間かけるかの問題で
した。しかし、日本国内における高等教育サービスの
需要はほとんど拡大を期待できません。永遠の不況産
業です。唯一、留学生の増加が救いでしたが、これも
経済的に貧しいアジア諸国からの留学生が大部分を占
めるため、先に破綻した酒田短期大学あるいは上記の
萩国際大学の例でも、これに頼るのは厳しい選択と言
わざるを得ません。需要の増大が制限される中で、そ
のしわ寄せが地方の大学に来るのもやむを得ない事態
とも言えましょう。とりわけ参入の容易であった文系
大学の定員割れが目立つようです。
このような窮迫に対する地方の大学の対応は依然と
して特色あるカリキュラムの採用と言った教育内容の
改善に偏っているように見受けられます。普通の商品
であれば、品質と並んで価格、場合によってはさらに
納期の改善で需要の拡大を図るのが常道と思われます
が、高等教育という商品では品質のみが競争要素なの
でしょうか。これまでに何度も問いかけてきたところ
であるが、改めて、学費に関して考えてみたいと思い
ます。
二　学費に関連して
大学の収入は基本的には授業料収入です。授業料収
入は学費単価×学生数です。差別化できる教育で学費
単価を維持あるいは引き上げて収入増を図るのが王道
でしょうが、逆に単価を引き下げることによって学生
数を増やしても良いわけです。
しかし、現実に学費引き下げを実施するのは種々の
リスクがあります。学費の上下が入学者数の増減に直
結するか証明されていないからです。試しに引き下げ
て見て効果がなければ元に戻すと言うことが難しいか
らです。さらに、大学間で価格引き下げ競争に突入す
る恐れがあるからです。ただ、私は地方の大学の学費
は、一人あたり所得水準から見て高すぎると思います。
新潟県の一人あたり県民所得は東京圏の七割位かと思
われますが、大学の学費は東京圏と余り変わりません。
所得格差による親の負担力及び教育のコスト差を勘案
すれば地方の大学はある程度学費を引き下げる必要が
あり、これに首都圏の大学が追随することもないと思
われます。
学費値下げのリスクを回避する方法として、奨学金
の拡充あるいは特待生制度はもっと活用されて良いと
思われます。勉学、スポーツ、文化活動に優れた学生
を採用し入学者数を確保するとともに、他の学生に刺
激を与え、優良企業の就職者数を増やして学生募集の
広報に役立てることを考えても良いと思います。
収支計算の上では、最小限変動費さえ回収できれば
奨学金を出して定員を充足した方がいい訳です。定員
丁度の学生数で最大になると思われる国の補助金も計
算に入れるべきでしょう。余談ですが、JR 新幹線で
東京に遊びに行くときよく利用するのが、長岡を夜出
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発してホテルに一泊し、翌日の夜帰る方法です。出発
及び帰着の時間が限定される代わりに電車代にホテル
代を足しても通常の往復の新幹線料金より安いので
す。多分、JR もホテルも空きをつくるより変動費だけ
でも回収したいとの苦肉の策でしょう。
最近では、大学が銀行と提携して、学費ローンに利
子補給する制度も多く取り入れられています。この制
度の欠点はローンを利用できるか否かが銀行の審査に
かかっていることです。親に返済能力を認められない
場合はローンが利用できません。親の収入では銀行ロ
ーンが受けられない場合、親子間の連帯保証だけで大
学が学費相当額を貸し付けたらいいと思います。もち
ろん焦げ付きのリスクはありますが、これも定員を充
足するまでの方策です。
三　単位制授業料
しつこくなりますが、今、地方の私立大学が置かれ
た環境は生半可な対応では乗り切れません。首都圏の
大学、国立大学法人と同じ土俵で戦ったのでは淘汰さ
れてしまうことは明白です。そのために、前号では
「営業のプロを育てる唯一・最高の大学」という奇抜
なまでのアイデアも提案しましたが、教育の中身、カ
リキュラムで勝負しようとするとこのような隙間狙い
しか私には思いつきません。
最近、私は大学の勝負はWhatではなくHowでつけ
るべきではないかという思いを強くしています。高邁
な理論の教授より、いかに指導するかが大事だと思い
ます。５割もの人が大学に進学する時代には、多様な
学生が入学して来ます。製造業では、かっての少品種、
大量生産から多品種、少量生産の時代になっています
が、大学でも大教室で一方的な授業を行う時代から、
ひとりひとりの学力、個性に応じた指導が必要な時代
になっています。そのためには大変な労力が必要であ
り、教員のその努力を適性に評価し、処遇に反映する
マネジメントシステムが大事になります。
アメリカの大学で広く採用されていると言われる単
位制授業料は、大学の改革策として起爆剤になる可能
性があります。それは学生にとって授業料の低減、在
学期間の弾力化というインセンテブを与えるととも
に、大学教育というサービスに原価計算を導入し、企
業的なマネジメントを可能にするシステムだと思われ
ます。単位制授業料はインターネットで検索してみる
と、日本の大学でこのシステムを採用しているのはま
だ少数で、その説明資料もほとんどなく、聞きかじり
程度の段階でこれを提案するのは心苦しいですが、差
し迫った地方大学の危機に対処するための有効な方策
として、これをきっかけに関係者が議論を深められる
ことを期待して提案します。
単位制授業料の特徴を以下にあげておきます。
a 授業料は一般的に、年間の固定授業料と、登録し
た単位数に応じた従量制の単位制授業料から構成さ
れます。授業と学費の結びつきが明確になることで、
学習意欲の向上に役立ち、余計な履修登録を省くこ
とにより経済的な節減にもなります。特に、最近認
められた成績優秀者の３年間での卒業制度を活用す
れば、１年分の固定授業料の節減になります。
s 在学年限の弾力化が容易になります。上記したと
おり３年間で卒業も可能になります。３年間で大部
分の単位を取得して、４年生では就職活動に専念す
る、あるいは海外に留学することもできます。４年間
で卒業できず、残りの少数の単位を取るために留年
しても授業料の負担は単位数に見合った分で済みま
す（もっとも留年という概念もなくなるでしょうが）。
また、仕事や家事等をしながら計画的あるいはや
むを得ない場合でも長期履修がし易くなります。長
期履修の場合、固定授業料は最初の４年間だけと言
うような便宜を図る必要がありそうです。
d 大学の生産物、商品は単位であることが明確にな
ります。大学の産物は学生、卒業生ではありません。
彼らは単位を購入する顧客です。教員が１年間に生
産する単位数と履修登録者を掛け合わせた数字が大
学の売上げ、収入の予算あるいは原価計算の基礎に
ならなければなりません。これにより単位毎の収益
の多寡が明確になり企業としての大学のマネジメン
トに貢献するものと思われます。毎年のカリキュラ
ムの改廃、教育施設の有効利用、教員の評価に役立
ちます。
f 成績評価には GPA の活用が好ましい。GPA は、
科目の単位数とその成績点（中・高校の評定値に類
似した数値）を乗じたものの総和を履修合計単位数
で除して計算します。成績優秀者には次セメスター
の履修上限を緩和し、早期卒業を可能にします。逆
に成績不良者には履修制限を行い、きちんとした学
習をしてもらいます。これによって無駄な履修申告
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がなくなると言われます。教育効果を数値化するこ
とで個々の学生に指針を与えるためのツールとして
の役割を果たすとともに、各科目の特性、教育効果
を検証するツールとして利用すれば教員の啓蒙にな
ると言われます。
g 長期履修学生に対する履修上の指導あるいはGPA
を活用した学生指導のためにアドバイザー制度を確
立する必要があります。例えば教員はひとり１学年
10人合計40人のアドバイザーになり、学習指導、学
校生活、進路を指導助言します。学生はアドバイザー
の承認がないと履修申告できません。
h セメスター制の完全実施が望ましい。セメスター
毎に成績評価し、学生に弾力的な軌道修正のチャン
スを与えることができます。
四　インターネット大学
単位制授業料となると、いよいよ日本でも現れたイ
ンターネット大学も視野に入れておく必要がありそう
です。最近の E ラーニングの進化は著しいものがあり
ます。私事ですが、現在 E ラーニングで中学、高校の
勉強をしています。好きな時間に、繰り返し学習する
ことができるのはとても便利ですし、有名講師の指導
方法は非常に参考になります。
現在はまだ本格展開している大学はわずかで、授業
科目が限られていますが、これが多様な科目を持つよ
うになったら、社会人の利用が格段に増加しそうです。
通学型の大学への社会人入学は少なくなるのではない
でしょうか。ただ、高校卒業者の入学者の急な増加は
ないと思われます。先生や仲間との触れあいの少ない
インターネット大学では満足できないでしょう。
大学も部分的でもこの技術を活用すべきでしょう。
例えば、大学の授業の一部、社会人向けの公開講座、
高校生向けの出前講座などを収録しホームページに掲
載してはどうでしょう。有料でも良いわけです。
五　最後に
文中でも指摘しましたが、地方の大学は What では
なく How に活路を探るべきでしょう。手前味噌です
が、本学の就職指導は徹底した個別指導が売り物です。
毎週月曜の５限に実施する就職ガイダンス、模擬試験
といった全員対象の就職指導行事だけであとは自分な
りに就職活動をする積極的な学生もいますが、多くの
学生はゼミ担当教員による激励、指導、確認により励
まされながら就職活動を進めています。また、就職委
員の先生と事務職員が連携して、最後のひとりまで就
職させるよう進路相談を繰り返し実施し、履歴書の書
き方、面接の受け方について個別指導を行っています。
多品種、少量生産どころではありません。ひとりずつ
個別のサービスを提供する努力を重ねています。その
ためには大変な労力が必要です。知恵がなければ汗を
かけと言いますが、両方が必要というのが、地方大学
の現状ではないでしょうか。
本文を書いている最中に進研アド社の雑誌
Between10－11月号が届いて、その中に国立大学法人
愛媛大学が文科省の示した標準授業料（引き上げ）に
直ちに追随することなく、地方と都市部の賃金格差は
明白なのに授業料は全国横並びというのでは、国民に
説明がつかないという理由で独自の判断で引き上げ幅
を圧縮し、その減収分を人件費の削減等でカバーする
決断をした旨報じられています。
国立大学法人でさえ学費値上げを抑制し、大胆な教
育改革に取り組んでいます。まして、私企業である地
方の私立大学は思い切った学費対策を断行することに
より経営基盤を確立し、地域の住民に高等教育を提供
し続けることができるよう願って筆を置きます。
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